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令和２年 大分市議会第２回定例会
新型コロナウイルス感染症対策について質問

【質問】
（１）特別定額給付金事業の申請状況は
（２）未申請者に対する対応は
【財務部長答弁】
（１）６月11日現在、オンラインと郵送を合わせた総申請受理件数は202,403件で、約22万４千

世帯の90.4％、給付状況は130,399件で58.2％。
（２）本市の申請受付期間は８月25日までとなっている。申請漏れを防止するため、市報やホー

ムページでの広報を行うとともに、自治委員や民生委員に加え、障がい者福祉サービスや高
齢者入所施設の事業者に対しても、申請方法がわからないなど、お困りの市民がいる場合は、
本市コールセンターへの問い合わせを案内するなど、制度の周知に努めている。

【質問】
　小規模事業者店舗家賃支援補助金の対象にならない事業者に、何らかの支援策が必要であ
ると考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　本支援策は、大きな負担となる賃料の支払
いを支援し、事業継続を断念せざるを得なく
なる事態を防ぐための施策である。また、持
ち家兼店舗等の自社所有物件において事業を
行う事業者でも、事業の用に供する駐車場を
補助対象としている。さらに、事業用家屋の
固定資産税にかかる今年度分の納税について、
徴収を猶予する特例制度を設けるとともに、
令和３年度分の課税については、売上の減少
率に応じて「２分の１」、あるいは「全額」
を免除する減免措置を講じており、持ち家兼
店舗等において事業を行う事業者に対しても、
一定の支援がなされているものと考えている。

【質問】
　指定管理者制度を導入している施設で、今回の利用停止により影響を受けた施設に何らか
の対応が必要だと考えるが、見解は
【企画部長答弁】
　利用料金等の収入が減少した場合は、指定管理者による継続的・安定的な施設の管理運営が困難
となり、ひいては市民サービスの低下を招くことが懸念される。このような事態に対応するため、
指定管理に関する基本協定書では、市と指定管理者の協議により指定管理料を変更することができ
ると定めており、改めて必要な管理運営経費を適正に算定し、指定管理者の収入の減少も考慮し、
指定管理料の変更について協議を行う。
【質問】
　県と連携して、医療従事者及び感染軽症者への宿泊施設の確保に向けて取り組むべきと考
えるが、見解は
【福祉保健部長答弁】
　今後の第２波、第３波が想定されることから、大分市内における新型コロナウイルス感染者の受
け入れ可能な病床数の拡大と軽症者を受け入れる宿泊療養施設の確保について、県と協議を行い、
連携しながら、病床数や宿泊療養施設の確保に取り組む。
　医療従事者の宿泊支援については各医療機関を対象に聞き取り調査をしたが、要望はなかったも
のの、今後の発生状況等を注視しながら、大分市連合医師会とも連携し、情報収集に努め、要望に
応えたい。
【質問】
　雇用調整助成金の申請手続きは煩雑で、事業者は大変苦労している。この手続きをスムー
ズに対応するのが社会保険労務士であるが、申請代行費用が発生する。申請費用を補助すべ
きと考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　県は、４月24日に「大分県雇用維持支援センター」を新たに開設し、雇用調整助成金の特例措
置が活用されるよう、社会保険労務士による相談支援を行っており、本市でも、ホームページへの
掲載や同センター作成のチラシを窓口に設置するなどして、事業主が雇用調整助成金を広く活用し
ていただけるよう周知している。本市としては８月に、労働者、事業主からの各種相談を受けるた
め、新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談を県と共催で開催し、雇用調整助成金の
活用支援に努めたい。
【質問】
　各種イベントや事業が中止や延期になっているが、その財源を組み換え、新型コロナウイ
ルス感染症対策に活用すべきかと考えるが、見解は
【財務部長答弁】
　大分七夕まつりをはじめとする各種イベントなど、これまで実施してきた多くの事業が、感染拡
大防止の観点から、本年度は中止や延期することとなっているが、今後必要な事業については、歳
入歳出全般を見通す中で、財源を確保したい。

　令和２年第２回定例会が６月８日から22日までの15日間行われました。今定例会
では、新型コロナウイルス関連の質問が大半で、私も市民の方からいただいたご意
見や提案を交えながら、新型感染症（コロナウイルス）対策について質問しました。
　質問、答弁の要旨は以下の通りです。

【質問】
（１）特別定額給付金事業の申請状況は
（２）未申請者に対する対応は
【財務部長答弁】
（１）６月11日現在、オンラインと郵送を

合わせた総申請受理件数は202,403
件で、約224,000世帯の90.4％、給
付状況は130,399件で58.2％。

（２）本市の申請受付期間は８月25日まで
となっている。申請漏れを防止するた
め、市報やホームページでの広報を行
うとともに、自治委員や民生委員に加
え、障がい者福祉サービスや高齢者入所施設の事業者に対しても、申請方法がわからないな
ど、お困りの市民がいる場合は、本市コールセンターへの問い合わせを案内するなど、制度
の周知に努めている。

【質問】
　小規模事業者店舗家賃支援補助金の対象にならない事業者に、何らかの支援策が必要であ
ると考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　本支援策は、大きな負担となる賃料の支払いを支援し、事業継続を断念せざるを得なくなる事態
を防ぐための施策である。また、持ち家兼店舗等の自社所有物件において事業を行う事業者でも、
事業の用に供する駐車場を補助対象としている。さらに、事業用家屋の固定資産税にかかる今年度
分の納税について、徴収を猶予する特例制度を設けるとともに、令和３年度分の課税については、
売上の減少率に応じて「２分の１」、あるいは「全額」を免除する減免措置を講じており、持ち家
兼店舗等において事業を行う事業者に対しても、一定の支援がなされているものと考えている。

感染防止対策を講じての一般質問（６月12日）
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【質問】
（１）特別定額給付金事業の申請状況は
（２）未申請者に対する対応は
【財務部長答弁】
（１）６月11日現在、オンラインと郵送を合わせた総申請受理件数は202,403件で、約22万４千

世帯の90.4％、給付状況は130,399件で58.2％。
（２）本市の申請受付期間は８月25日までとなっている。申請漏れを防止するため、市報やホー

ムページでの広報を行うとともに、自治委員や民生委員に加え、障がい者福祉サービスや高
齢者入所施設の事業者に対しても、申請方法がわからないなど、お困りの市民がいる場合は、
本市コールセンターへの問い合わせを案内するなど、制度の周知に努めている。

【質問】
　小規模事業者店舗家賃支援補助金の対象にならない事業者に、何らかの支援策が必要であ
ると考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　本支援策は、大きな負担となる賃料の支払
いを支援し、事業継続を断念せざるを得なく
なる事態を防ぐための施策である。また、持
ち家兼店舗等の自社所有物件において事業を
行う事業者でも、事業の用に供する駐車場を
補助対象としている。さらに、事業用家屋の
固定資産税にかかる今年度分の納税について、
徴収を猶予する特例制度を設けるとともに、
令和３年度分の課税については、売上の減少
率に応じて「２分の１」、あるいは「全額」
を免除する減免措置を講じており、持ち家兼
店舗等において事業を行う事業者に対しても、
一定の支援がなされているものと考えている。

【質問】
　指定管理者制度を導入している施設で、今回の利用停止により影響を受けた施設に何らか
の対応が必要だと考えるが、見解は
【企画部長答弁】
　利用料金等の収入が減少した場合は、指定管理者による継続的・安定的な施設の管理運営が困難
となり、ひいては市民サービスの低下を招くことが懸念される。このような事態に対応するため、
指定管理に関する基本協定書では、市と指定管理者の協議により指定管理料を変更することができ
ると定めており、改めて必要な管理運営経費を適正に算定し、指定管理者の収入の減少も考慮し、
指定管理料の変更について協議を行う。
【質問】
　県と連携して、医療従事者及び感染軽症者への宿泊施設の確保に向けて取り組むべきと考
えるが、見解は
【福祉保健部長答弁】
　今後の第２波、第３波が想定されることから、大分市内における新型コロナウイルス感染者の受
け入れ可能な病床数の拡大と軽症者を受け入れる宿泊療養施設の確保について、県と協議を行い、
連携しながら、病床数や宿泊療養施設の確保に取り組む。
　医療従事者の宿泊支援については各医療機関を対象に聞き取り調査をしたが、要望はなかったも
のの、今後の発生状況等を注視しながら、大分市連合医師会とも連携し、情報収集に努め、要望に
応えたい。
【質問】
　雇用調整助成金の申請手続きは煩雑で、事業者は大変苦労している。この手続きをスムー
ズに対応するのが社会保険労務士であるが、申請代行費用が発生する。申請費用を補助すべ
きと考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　県は、４月24日に「大分県雇用維持支援センター」を新たに開設し、雇用調整助成金の特例措
置が活用されるよう、社会保険労務士による相談支援を行っており、本市でも、ホームページへの
掲載や同センター作成のチラシを窓口に設置するなどして、事業主が雇用調整助成金を広く活用し
ていただけるよう周知している。本市としては８月に、労働者、事業主からの各種相談を受けるた
め、新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談を県と共催で開催し、雇用調整助成金の
活用支援に努めたい。
【質問】
　各種イベントや事業が中止や延期になっているが、その財源を組み換え、新型コロナウイ
ルス感染症対策に活用すべきかと考えるが、見解は
【財務部長答弁】
　大分七夕まつりをはじめとする各種イベントなど、これまで実施してきた多くの事業が、感染拡
大防止の観点から、本年度は中止や延期することとなっているが、今後必要な事業については、歳
入歳出全般を見通す中で、財源を確保したい。
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予　　算
　コロナ対策として４月の市長専決＊（４９２億円）で処理された予算・６月補正
（１７億７,１００万円）・６月の追加補正（１４億６,３００万円）と３回の予算提
示がありました。（＊専決・・市長が議会の議決を経ずに処理すること。）  ※記事中（　）内は担当部署
◎特別定額給付金事業・４８２億円１,０００万円（事業コールセンター５３４－３３０１）
本年４月２７日時点で住民基本台帳に記録されている市民１人に１０万円を給付します。
◎子育て世帯への臨時特別給付金事業・・・７億１,７７２万円（子育て支援課）
児童手当受給世帯へ、児童１人当たり１万円の給付をします。
◎ひとり親世帯臨時特別給付金・・・６億７,８００万円（子育て支援課）
大幅収入減のひとり親世帯の子どもへの給付金です。
◎生活困窮者自立相談支援事業・・・１,４００万円（生活福祉課）
生活困窮者の相談や住宅確保給付金申請の増加に対応し、自立相談支援機関の職員増員
など体制強化します。
◎妊産婦総合対策事業・・・７,６００万円（健康課）
希望する妊産婦へのPCR検査等総合的支援をします。
◎住宅確保給付金事業・・・４,１２５万円（生活福祉課）
収入減等で住居が無くなる可能性の人へ家賃の補助をします。
◎市おもてなしクーポン券発行事業・・・５,０００万円（観光課）
宿泊者が市内の飲食店・お土産店等で利用できるクーポン券を発行します。
◎高齢者福祉施設個室化支援事業・・・２,４４５万円（長寿福祉課）
高齢者福祉施設の多床室を個室化する改修経費を補助をします。
◎就労継続支援事業所活性化事業費補助金・・・３,０００万円（障害福祉課）
障害者の就労継続支援事業所の生産活動に必要な費用の補助です。
◎小規模事業者店舗家賃支援補助金・・・５億４００万円（商工労政課）
４月の臨時議会で承認の家賃補助の追加予算です。本年３～５月のいずれかの売り上げ
が前年比で５０％以上減少している事業者に対して、家賃（共益費、駐車場費を含む）
の３ヶ月分を補助します。
◎市税過誤納金還付金・・・９億円
法人市民税の確定申告額が、予定納付額より減額になることが見込まれることから、
過誤納付金の還付金（払い戻し金）の計上です。
◎PCR検査機器等整備費補助金・・・６,０００万円（保健総務課）
民間医療機関が検査機器を購入整備する事に補助をします。

◎感染症対策事業・・・２億５,０００万円
障がい者福祉施設、児童福祉施設、幼稚園・小中学校にアルコール消毒液や体温計など
保健衛生用品等を配布します。
◎PCR等検査費補助事業
・・・６,０００万円 （保健予防課）   
感染リスクの高い手術を受ける患者の検査費を公費
負担とします。
◎文化事業開催補助金・・・１９５万円
能楽堂の指定管理者が実施する文化事業への国の補
助金です。
◎予備費・・・３億円
今後の緊急的な財政支出に充てる予備費の計上です。
◎学習支援員配置事業・・・１億３,１００万円（８３人予定）
学習内容の定着が不十分な児童生徒へ個別指導を行う学習支援員を配置します。
◎スクールサポートスタッフ配置事業・・６,１００万円（６１人予定）
プリント印刷等に加え感染症対策に係る教職員の業務（消毒等）を補助します。
◎学校教育活動再開支援事業・・・１億２,９００万円
消毒液、体温計等の購入、学びを保障する学習機器の導入費用、空き教室利用での備品
購入など段階的な学校再開に対応するための経費として各学校に支給します。
（学校規模に応じての金額（１００万～２００万円））

６月議会

６月議会（仕切り板を設置している席で開催）

　６月８日～２２日まで開催された今
議会では、新型コロナウイルス感染症
（以下「コロナ」と表記）対策の予算
が中心でした。
　議場の工事のため全員協議会室で本
会議が開かれ、飛沫防止のため席には
透明な仕切り板を設置しました。承認された主な議案は次の通りです。                    

【質問】
（１）特別定額給付金事業の申請状況は
（２）未申請者に対する対応は
【財務部長答弁】
（１）６月11日現在、オンラインと郵送を合わせた総申請受理件数は202,403件で、約22万４千

世帯の90.4％、給付状況は130,399件で58.2％。
（２）本市の申請受付期間は８月25日までとなっている。申請漏れを防止するため、市報やホー

ムページでの広報を行うとともに、自治委員や民生委員に加え、障がい者福祉サービスや高
齢者入所施設の事業者に対しても、申請方法がわからないなど、お困りの市民がいる場合は、
本市コールセンターへの問い合わせを案内するなど、制度の周知に努めている。

【質問】
　小規模事業者店舗家賃支援補助金の対象にならない事業者に、何らかの支援策が必要であ
ると考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　本支援策は、大きな負担となる賃料の支払
いを支援し、事業継続を断念せざるを得なく
なる事態を防ぐための施策である。また、持
ち家兼店舗等の自社所有物件において事業を
行う事業者でも、事業の用に供する駐車場を
補助対象としている。さらに、事業用家屋の
固定資産税にかかる今年度分の納税について、
徴収を猶予する特例制度を設けるとともに、
令和３年度分の課税については、売上の減少
率に応じて「２分の１」、あるいは「全額」
を免除する減免措置を講じており、持ち家兼
店舗等において事業を行う事業者に対しても、
一定の支援がなされているものと考えている。

【質問】
　指定管理者制度を導入している施設で、今回の利用停止により影響を受けた施設に何らか
の対応が必要だと考えるが、見解は
【企画部長答弁】
　利用料金等の収入が減少した場合は、指定管理者による継続的・安定的な施設の管理運営が困難
となり、ひいては市民サービスの低下を招くことが懸念される。このような事態に対応するため、
指定管理に関する基本協定書では、市と指定管理者の協議により指定管理料を変更することができ
ると定めており、改めて必要な管理運営経費を適正に算定し、指定管理者の収入の減少も考慮し、
指定管理料の変更について協議を行う。
【質問】
　県と連携して、医療従事者及び感染軽症者への宿泊施設の確保に向けて取り組むべきと考
えるが、見解は
【福祉保健部長答弁】
　今後の第２波、第３波が想定されることから、大分市内における新型コロナウイルス感染者の受
け入れ可能な病床数の拡大と軽症者を受け入れる宿泊療養施設の確保について、県と協議を行い、
連携しながら、病床数や宿泊療養施設の確保に取り組む。
　医療従事者の宿泊支援については各医療機関を対象に聞き取り調査をしたが、要望はなかったも
のの、今後の発生状況等を注視しながら、大分市連合医師会とも連携し、情報収集に努め、要望に
応えたい。
【質問】
　雇用調整助成金の申請手続きは煩雑で、事業者は大変苦労している。この手続きをスムー
ズに対応するのが社会保険労務士であるが、申請代行費用が発生する。申請費用を補助すべ
きと考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　県は、４月24日に「大分県雇用維持支援センター」を新たに開設し、雇用調整助成金の特例措
置が活用されるよう、社会保険労務士による相談支援を行っており、本市でも、ホームページへの
掲載や同センター作成のチラシを窓口に設置するなどして、事業主が雇用調整助成金を広く活用し
ていただけるよう周知している。本市としては８月に、労働者、事業主からの各種相談を受けるた
め、新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談を県と共催で開催し、雇用調整助成金の
活用支援に努めたい。
【質問】
　各種イベントや事業が中止や延期になっているが、その財源を組み換え、新型コロナウイ
ルス感染症対策に活用すべきかと考えるが、見解は
【財務部長答弁】
　大分七夕まつりをはじめとする各種イベントなど、これまで実施してきた多くの事業が、感染拡
大防止の観点から、本年度は中止や延期することとなっているが、今後必要な事業については、歳
入歳出全般を見通す中で、財源を確保したい。



④　市議会報告 絆

【意　見　書】

〈採択された意見書〉
◎地方財政の充実・強化を求める意見書 （我が会派から提出）  
行政需要が増えている地方自治体の財源を確保し、充実・強化を求めるものです。
◎インターネット上での人権保護を求める意見書
情報開示請求の簡略化などインターネット上の人権保護を求めるものです。

〈我が会派から提出したが、採択されなかった意見書〉
◎教職員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書  
地域間の格差が生じない教職員定数改善と国庫負担制度の充実を求めるものです。

　コロナ対策として４月の市長専決＊（４９２億円）で処理された予算・６月補正
（１７億７,１００万円）・６月の追加補正（１４億６,３００万円）と３回の予算提
示がありました。（＊専決・・市長が議会の議決を経ずに処理すること。）  ※記事中（　）内は担当部署
◎特別定額給付金事業・４８２億円１,０００万円（事業コールセンター５３４－３３０１）
本年４月２７日時点で住民基本台帳に記録されている市民１人に１０万円を給付します。
◎子育て世帯への臨時特別給付金事業・・・７億１,７７２万円（子育て支援課）
児童手当受給世帯へ、児童１人当たり１万円の給付をします。
◎ひとり親世帯臨時特別給付金・・・６億７,８００万円（子育て支援課）
大幅収入減のひとり親世帯の子どもへの給付金です。
◎生活困窮者自立相談支援事業・・・１,４００万円（生活福祉課）
生活困窮者の相談や住宅確保給付金申請の増加に対応し、自立相談支援機関の職員増員
など体制強化します。
◎妊産婦総合対策事業・・・７,６００万円（健康課）
希望する妊産婦へのPCR検査等総合的支援をします。
◎住宅確保給付金事業・・・４,１２５万円（生活福祉課）
収入減等で住居が無くなる可能性の人へ家賃の補助をします。
◎市おもてなしクーポン券発行事業・・・５,０００万円（観光課）
宿泊者が市内の飲食店・お土産店等で利用できるクーポン券を発行します。
◎高齢者福祉施設個室化支援事業・・・２,４４５万円（長寿福祉課）
高齢者福祉施設の多床室を個室化する改修経費を補助をします。
◎就労継続支援事業所活性化事業費補助金・・・３,０００万円（障害福祉課）
障害者の就労継続支援事業所の生産活動に必要な費用の補助です。
◎小規模事業者店舗家賃支援補助金・・・５億４００万円（商工労政課）
４月の臨時議会で承認の家賃補助の追加予算です。本年３～５月のいずれかの売り上げ
が前年比で５０％以上減少している事業者に対して、家賃（共益費、駐車場費を含む）
の３ヶ月分を補助します。
◎市税過誤納金還付金・・・９億円
法人市民税の確定申告額が、予定納付額より減額になることが見込まれることから、
過誤納付金の還付金（払い戻し金）の計上です。
◎PCR検査機器等整備費補助金・・・６,０００万円（保健総務課）
民間医療機関が検査機器を購入整備する事に補助をします。

一般議案
◎荷揚町小学校跡地利活用事業
・・９６億５,０００万円（債務負担行為として）
荷揚町小跡地に建設する庁舎等複合公共施設の市の整
備方針が示されました。
方針では、市長室、消防本部、消防指令センターなど
防災機能関係部署を配置、また大分中央公民館、府内
こどもルーム等、市の部分は高さ３１ｍ、延べ床面積
１万㎡で、それに民間施設が加わります。

◎市立認定こども園条例の制定
市立幼保連携型認定こども園の設置をするための条例です。
来年度に「のつはる認定こども園」が設置されます。

◎国民健康保険税条例の一部改正
被保険者がコロナに感染し働けない時、傷病手当を支給するようにします。

◎市景観条例の一部改正
太陽光発電等、建築物建設の際の事前協議を制度化し、設備規模を明確化しました。

意見書は全会派一致しなければなりません。結果は次の通りです。

◎感染症対策事業・・・２億５,０００万円
障がい者福祉施設、児童福祉施設、幼稚園・小中学校にアルコール消毒液や体温計など
保健衛生用品等を配布します。
◎PCR等検査費補助事業
・・・６,０００万円 （保健予防課）   
感染リスクの高い手術を受ける患者の検査費を公費
負担とします。
◎文化事業開催補助金・・・１９５万円
能楽堂の指定管理者が実施する文化事業への国の補
助金です。
◎予備費・・・３億円
今後の緊急的な財政支出に充てる予備費の計上です。
◎学習支援員配置事業・・・１億３,１００万円（８３人予定）
学習内容の定着が不十分な児童生徒へ個別指導を行う学習支援員を配置します。
◎スクールサポートスタッフ配置事業・・６,１００万円（６１人予定）
プリント印刷等に加え感染症対策に係る教職員の業務（消毒等）を補助します。
◎学校教育活動再開支援事業・・・１億２,９００万円
消毒液、体温計等の購入、学びを保障する学習機器の導入費用、空き教室利用での備品
購入など段階的な学校再開に対応するための経費として各学校に支給します。
（学校規模に応じての金額（１００万～２００万円））

現在の荷揚町小跡地

ドライブスルーのＰＣＲ検査場（城址公園）

【質問】
（１）特別定額給付金事業の申請状況は
（２）未申請者に対する対応は
【財務部長答弁】
（１）６月11日現在、オンラインと郵送を合わせた総申請受理件数は202,403件で、約22万４千

世帯の90.4％、給付状況は130,399件で58.2％。
（２）本市の申請受付期間は８月25日までとなっている。申請漏れを防止するため、市報やホー

ムページでの広報を行うとともに、自治委員や民生委員に加え、障がい者福祉サービスや高
齢者入所施設の事業者に対しても、申請方法がわからないなど、お困りの市民がいる場合は、
本市コールセンターへの問い合わせを案内するなど、制度の周知に努めている。

【質問】
　小規模事業者店舗家賃支援補助金の対象にならない事業者に、何らかの支援策が必要であ
ると考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　本支援策は、大きな負担となる賃料の支払
いを支援し、事業継続を断念せざるを得なく
なる事態を防ぐための施策である。また、持
ち家兼店舗等の自社所有物件において事業を
行う事業者でも、事業の用に供する駐車場を
補助対象としている。さらに、事業用家屋の
固定資産税にかかる今年度分の納税について、
徴収を猶予する特例制度を設けるとともに、
令和３年度分の課税については、売上の減少
率に応じて「２分の１」、あるいは「全額」
を免除する減免措置を講じており、持ち家兼
店舗等において事業を行う事業者に対しても、
一定の支援がなされているものと考えている。

【質問】
　指定管理者制度を導入している施設で、今回の利用停止により影響を受けた施設に何らか
の対応が必要だと考えるが、見解は
【企画部長答弁】
　利用料金等の収入が減少した場合は、指定管理者による継続的・安定的な施設の管理運営が困難
となり、ひいては市民サービスの低下を招くことが懸念される。このような事態に対応するため、
指定管理に関する基本協定書では、市と指定管理者の協議により指定管理料を変更することができ
ると定めており、改めて必要な管理運営経費を適正に算定し、指定管理者の収入の減少も考慮し、
指定管理料の変更について協議を行う。
【質問】
　県と連携して、医療従事者及び感染軽症者への宿泊施設の確保に向けて取り組むべきと考
えるが、見解は
【福祉保健部長答弁】
　今後の第２波、第３波が想定されることから、大分市内における新型コロナウイルス感染者の受
け入れ可能な病床数の拡大と軽症者を受け入れる宿泊療養施設の確保について、県と協議を行い、
連携しながら、病床数や宿泊療養施設の確保に取り組む。
　医療従事者の宿泊支援については各医療機関を対象に聞き取り調査をしたが、要望はなかったも
のの、今後の発生状況等を注視しながら、大分市連合医師会とも連携し、情報収集に努め、要望に
応えたい。
【質問】
　雇用調整助成金の申請手続きは煩雑で、事業者は大変苦労している。この手続きをスムー
ズに対応するのが社会保険労務士であるが、申請代行費用が発生する。申請費用を補助すべ
きと考えるが、見解は
【商工労働観光部長答弁】
　県は、４月24日に「大分県雇用維持支援センター」を新たに開設し、雇用調整助成金の特例措
置が活用されるよう、社会保険労務士による相談支援を行っており、本市でも、ホームページへの
掲載や同センター作成のチラシを窓口に設置するなどして、事業主が雇用調整助成金を広く活用し
ていただけるよう周知している。本市としては８月に、労働者、事業主からの各種相談を受けるた
め、新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談を県と共催で開催し、雇用調整助成金の
活用支援に努めたい。
【質問】
　各種イベントや事業が中止や延期になっているが、その財源を組み換え、新型コロナウイ
ルス感染症対策に活用すべきかと考えるが、見解は
【財務部長答弁】
　大分七夕まつりをはじめとする各種イベントなど、これまで実施してきた多くの事業が、感染拡
大防止の観点から、本年度は中止や延期することとなっているが、今後必要な事業については、歳
入歳出全般を見通す中で、財源を確保したい。


